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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 449,629 △27.0 △9,300 ― △14,431 ― △29,187 ―

21年3月期第2四半期 615,784 ― 28,008 ― 27,497 ― 11,720 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 △146.92 ―

21年3月期第2四半期 59.69 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 887,610 269,351 30.2 1,340.90
21年3月期 917,342 318,631 33.0 1,541.16

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  267,905百万円 21年3月期  302,623百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

平成22年３月期の１株当たり配当金については未定です。 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 19.00 ― 7.00 26.00
22年3月期 ― 0.00

22年3月期 
（予想）

― ― ―

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,030,000 △8.2 3,000 ― 0 ― △8,500 ― △42.67



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、６ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている将来の業績に関する見通しは、現時点で入手可能な情報に基づく将来の予測であり、潜在的なリスクや不確定要素を含んだ
ものです。そのため、実際の業績はさまざまな要素により、記載された見通しと大きくかけ離れた結果となりうることをご承知おきください。実際の業績に影
響を与えうる要素としては、日本および諸外国の経済情勢、市場における新製品・新サービスの開発・提供と需要動向、価格競争、他社との競合、テクノロ
ジーの変化、為替の変動などが含まれております。なお、業績等に影響を与えうる要素は、これらに限定されるものではありません。業績予想の前提とな
る条件等については、５ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 
２．平成22年３月期の１株当たり配当金については、予想額の開示が可能になった時点で速やかに開示いたします。 
３．当社は、平成21年６月１日付で、当社を完全親会社とし、エプソントヨコム株式会社を株式交換完全子会社とする株式交換を行いました。これにともな
い、発行済株式総数が3,452,797株、資本準備金が4,820百万円増加しております。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 199,817,389株 21年3月期  196,364,592株

② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  21,080株 21年3月期  3,018株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 198,657,598株 21年3月期第2四半期 196,362,179株



（当第２四半期連結会計期間） 

当第２四半期連結会計期間（３ヶ月）における経済環境を顧みますと、米国や欧州の景気は収縮のテンポが緩やか

になったものの、引き続き深刻な状況でした。アジアにおいては、中国は景気刺激策の効果により内需を中心に回復

し、その他の国と地域においても底打ちの動きが見られました。日本においては、在庫調整の進展にともない、生産

活動や輸出に持ち直しの動きが見られるなどしましたが、企業収益の大幅な減少にともなう設備投資の抑制や雇用情

勢の急速な悪化が見られ、厳しい状況が続きました。  

  

エプソングループ（以下「エプソン」という）の主要市場におきましては、以下のとおりとなりました。 

インクジェットプリンターは、景気後退にともないコンシューマー用途、ビジネス用途ともに低調に推移しまし

た。ドットマトリクスプリンターは、中国など一部の国では堅調に推移したものの、全体としては、景気後退や北

米・欧州・日本の市場が縮小傾向にあることにより低調な状況となりました。POSシステム関連においても、景気後

退により小売店が投資を抑制したため、レシートプリンターの需要が低調になりました。また、プロジェクターにお

いても、底打ち感が見えてきたものの、前年の水準まで回復するには至りませんでした。 

エプソンの電子デバイス製品の主要なアプリケーションにおいても多くが景気後退の影響を受けましたが、一部で

底打ちの兆しが見られました。携帯電話端末は、買い換え需要は引き続き低調な状況で、アジア・アフリカ・中東地

域などにおける新規需要は鈍化傾向となっています。また、デジタルカメラ（DSC）やポータブルメディアプレーヤ

ー（PMP）の需要についても同様に低調でした。一方、PDAフォンは、法人需要については企業が投資を抑制した影響

を受けましたが、機能の進化にともない、個人用途として携帯電話からの買い替えが拡大しました。その他、車載用

途は、各国における新車買い替え補助金政策による効果がありました。 

なお、情報関連機器事業セグメントと電子デバイス事業セグメントにおける商品については、全般的に競合による

価格低下や低価格帯への需要シフトが継続的に起きています。 

精密機器事業セグメントの市場においては、ウオッチと眼鏡レンズは個人消費の減少による影響が、また半導体製

造装置やロボットの需要については、景気後退にともない企業が設備投資を抑制した影響が、それぞれ見られまし

た。 

こうした事業環境のもと、エプソンは前年度末に長期ビジョン「SE15」と中期経営計画を策定いたしました。 

強い事業の集合体となることをゴールとした「SE15」の実現に向け、中期経営計画では利益体質の転換と事業基盤

の再構築を行います。そのために、中・小型液晶ディスプレイ事業と半導体事業について従来の枠組みでは採算の改

善が困難であると判断し、より踏み込んだ方向付けをしたうえで、プリンター・プロジェクター・水晶デバイスを、

「強みが活かせる分野」「成長分野」「重点領域」と見定め、人材をはじめとする経営資源を迅速にシフトします。

初年度となる2010年３月期は、「SE15」の布石となる事業基盤の再構築によって経常利益ブレークイーブンを目指し

ています。 

なお、当連結会計年度より、「その他の事業」に含まれる「胎内育成事業」の一部を、基礎研究開発へと役割を変

更することにともない、営業費用を各事業セグメントに配賦しております。当第２四半期連結会計期間における配賦

額は11億76百万円となっております。 

また、当第２四半期連結会計期間の米ドルおよびユーロの平均為替レートはそれぞれ93.65円および133.73円と前

年同期に比べ、米ドルでは13％の円高、ユーロでは17％の円高で推移しました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は2,362億30百万円（前年同期比24.2％減）、営業利益は31億40

百万円（同44.3％減）、経常利益は６億27百万円（同88.6％減）、四半期純損失は68億21百万円（前年同期は14億20

百万円の四半期純利益）となりました。 

  

事業の種類別セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

  

（情報関連機器事業） 

プリンター事業におきましては、景気後退にともなう個人消費の減少や企業の投資抑制、および円高の影響を受け

ました。 

インクジェットプリンター（消耗品を含む。以下、各種プリンターにおいて同じ）において、コンシューマー用途

の販売数量は、北米やアジアにおいて増加したものの、欧州で減少した影響を受けました。また、ビジネス用途につ

いても数量減少となりました。ドットマトリクスプリンターは、中国における徴税関連の需要により数量増に転じた

ものの、低価格品の構成比が上昇する結果となりました。ターミナルモジュールは、欧米市場における小売店向けプ

リンターの需要が減少しました。ページプリンターは価格低下や過年度からの販売台数減少の影響を受けました。こ

れらの結果、プリンター事業全体では大幅な減収となりました。 

映像機器事業におきましても、特にビジネス用プロジェクターにおいて、円高や景気後退による数量減少の影響が

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報



見られました。これらの結果、映像機器事業全体では大幅な減収となりました。 

情報関連機器事業セグメントの営業利益につきましては、円高や数量減少の影響を受けたものの、変動費と固定費

の双方を削減した効果があり、増益となりました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の情報関連機器事業セグメントの売上高は1,633億19百万円（前年同期比

18.5％減）、営業利益は60億58百万円（同41.0％増）となりました。なお、営業費用の配賦額増加による影響は８億

13百万円です。 

  

（電子デバイス事業） 

ディスプレイ事業におきましては、中・小型液晶ディスプレイはPDAフォン向けに数量増となったものの、事業の

枠組みの見直しにともない、携帯電話端末、PMP、DSC向けなどの数量減少や円高の影響を受けました。また、液晶プ

ロジェクター用高温ポリシリコンTFT液晶パネル（HTPS）は、価格低下とプロジェクター市場が低調に推移した影響

を受けました。これらの結果、ディスプレイ事業全体としては大幅な減収となりました。 

水晶デバイス事業におきましては、DSC、ゲーム機向けなどに高精度な水晶センサーへの需要が増加し、また、デ

ジタル化が進むその他電子機器向け商品も、景気後退にともなう急激な在庫調整後の需要回復が見られましたが、商

品構成の変化などによる価格低下や円高の影響により大幅な減収となりました。 

 半導体事業におきましては、事業の枠組みの見直しにともない、多くの商品について数量が減少したことと円高の

影響により、大幅な減収となりました。 

電子デバイス事業セグメントの営業利益につきましては、前年度に事業構造改善費用と減損損失を計上したことに

ともなう減価償却費の減少や、要員の転換などによる固定費削減効果に加え、在庫調整後の稼働率上昇が見られまし

たが、大幅な減収により減益となりました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の電子デバイス事業セグメントの売上高は663億84百万円（前年同期比

33.1％減）、営業損失は６億95百万円（前年同期は39億19百万円の営業利益）となりました。なお、営業費用の配賦

額増加による影響は２億89百万円です。 

  

（精密機器事業） 

精密機器事業セグメントにおきましては、個人消費の停滞によるウオッチの数量減少と企業の投資抑制によるICハ

ンドラーやロボットの数量減少により大幅な減収となり、これにともない営業利益も減少しました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の精密機器事業セグメントの売上高は150億68百万円（前年同期比33.1％

減）、営業損失は６億５百万円（前年同期は４億94百万円の営業利益）となりました。なお、営業費用の配賦額増加

による影響は73百万円です。 

  

 所在地別セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

  

（日本） 

インクジェットプリンター、アモルファスシリコンTFT液晶ディスプレイ（αTFT）、液晶プロジェクター、半導

体、および水晶デバイスが減収となりました。 

この結果、売上高は2,079億95百万円（前年同期比30.3％減）、営業損失は162億19百万円（前年同期は14億38百万

円の営業利益）となりました。 

  

（米州） 

αTFTが増収となり、インクジェットプリンター、液晶プロジェクター、ドットマトリクスプリンターおよびター

ミナルモジュールが減収となりました。 

この結果、売上高は594億88百万円（前年同期比13.6％減）、営業利益は34億25百万円（同128.0％増）となりまし

た。 

  

（欧州） 

インクジェットプリンター、液晶プロジェクター、ドットマトリクスプリンターおよびターミナルモジュールが減

収となりました。 

この結果、売上高は474億84百万円（前年同期比28.4％減）、営業損失は26億18百万円（前年同期は20億０百万円

の営業利益）となりました。 

  



（アジア・オセアニア） 

αTFT、インクジェットプリンター、液晶プロジェクター、LTPSおよびウオッチが減収となりました。 

この結果、売上高は1,443億11百万円（前年同期比26.6％減）、営業利益は99億43百万円（同66.1％増）となりま

した。 

  

（当第２四半期累計期間） 

当第２四半期連結累計期間（６ヶ月）の売上高は、円高の影響以外に、景気後退にともなうインクジェットプリン

ター、ターミナルモジュール、ドットマトリクスプリンターおよび液晶プロジェクターの数量減少や水晶デバイスの

低価格化が進行した影響がありました。また、中・小型液晶ディスプレイと半導体においては、景気後退や事業の枠

組みの見直しにともなう数量減少があり、4,496億29百万円（前年同期比27.0％減）となりました。営業損失は、大

幅な減収により93億０百万円（前年同期は280億８百万円の営業利益）、経常損失は144億31百万円（前年同期は274

億97百万円の経常利益）、四半期純損失は291億87百万円（前年同期は117億20百万円の四半期純利益）となりまし

た。 

  

  

（財務状況） 

 資産合計は、前連結会計年度末に対して297億31百万円減少し、8,876億10百万円となりました。主な減少要因は、

現金及び預金などの流動資産が181億88百万円減少したこと、および機械装置などの有形固定資産が165億82百万円減

少したことによるものです。負債合計は、前連結会計年度末に対して195億48百万円増加し、6,182億59百万円となり

ました。流動負債が458億63百万円増加し、固定負債が263億15百万円減少いたしました。流動負債の増加は、買掛金

などが増加したことによるものであり、固定負債の減少は、長期借入金などが減少したことによるものです。 

  

  

通期の連結業績予想は、平成21年8月26日に公表しました内容から、売上高及び各段階利益については変更ありま

せん。 

  

   連結業績予想 

   (通期) 

２．連結財政状態に関する定性的情報

３．連結業績予想に関する定性的情報

  （ご参考）前期実績 

（平成21年3月期） 

前回業績予想 

(A) 

今回業績予想 

(B) 

増 減 

(B) - (A) 

売上高 1兆1,224億円 1兆300億円 1兆300億円 - 

営業利益 △15億円 30億円 30億円 - 

経常利益 53億円 0億円 0億円 - 

当期純利益 △1,113億円 △85億円 △85億円 - 

為替レート 1米ドル101円 1米ドル96円 1米ドル94円 

  1ユーロ143円 1ユーロ127円 1ユーロ132円 



  

該当事項はありません。  

  

１．簡便な会計処理 

 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する 

方法によっております。 

  

 法人税等ならびに繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境に著しい変化が生じ 

ておらず、かつ、一時差異等の発生状況に大幅な変動がないと認められるので、前連結会計年度におい 

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 税金費用の計算 

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税 

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す 

る方法を採用しております。 

なお、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を一括し「法人税等」として表示しております。 

  

  

 該当事項はありません。  

  

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 164,088 172,921

受取手形及び売掛金 146,623 134,133

有価証券 84,510 102,014

商品及び製品 84,803 91,471

仕掛品 39,876 36,947

原材料及び貯蔵品 22,104 19,132

その他 ※3  60,065 ※3  64,446

貸倒引当金 △2,583 △3,389

流動資産合計 599,489 617,677

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 403,289 404,869

機械装置及び運搬具 487,872 518,819

工具、器具及び備品 177,095 184,508

その他 56,558 58,090

減価償却累計額 △887,686 △912,574

有形固定資産合計 237,130 253,712

無形固定資産   

のれん ※2  2,676 －

その他 15,368 16,789

無形固定資産合計 18,045 16,789

投資その他の資産   

投資有価証券 17,692 15,281

その他 15,536 14,164

貸倒引当金 △283 △284

投資その他の資産合計 32,945 29,161

固定資産合計 288,121 299,664

資産合計 887,610 917,342



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 91,009 70,177

短期借入金 61,310 42,182

1年内返済予定の長期借入金 41,656 18,543

未払法人税等 6,718 6,208

賞与引当金 12,098 11,572

製品保証引当金 9,348 9,813

その他 107,569 125,350

流動負債合計 329,711 283,848

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 152,424 185,322

退職給付引当金 16,016 12,966

リサイクル費用引当金 877 926

製品保証引当金 727 677

負ののれん － ※2  1,729

その他 18,500 13,239

固定負債合計 288,547 314,862

負債合計 618,259 598,710

純資産の部   

株主資本   

資本金 53,204 53,204

資本剰余金 84,321 79,500

利益剰余金 177,955 208,524

自己株式 △34 △8

株主資本合計 315,446 341,220

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,356 2,835

繰延ヘッジ損益 △40 △2,175

為替換算調整勘定 △51,856 △39,255

評価・換算差額等合計 △47,540 △38,596

少数株主持分 1,445 16,007

純資産合計 269,351 318,631

負債純資産合計 887,610 917,342



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 615,784 449,629

売上原価 442,224 343,105

売上総利益 173,560 106,523

販売費及び一般管理費 ※1  145,551 ※1  115,824

営業利益又は営業損失（△） 28,008 △9,300

営業外収益   

受取利息 2,694 726

その他 3,463 2,999

営業外収益合計 6,157 3,726

営業外費用   

支払利息 2,782 2,614

為替差損 3,081 5,631

その他 804 611

営業外費用合計 6,669 8,857

経常利益又は経常損失（△） 27,497 △14,431

特別利益   

固定資産売却益 － 131

訴訟損失引当金戻入額 269 132

過年度撤去費修正益 － 126

その他 ※3  438 108

特別利益合計 708 498

特別損失   

減損損失 － 2,418

独禁法関連損失 － 2,457

たな卸資産評価損 4,569 －

その他 3,203 1,590

特別損失合計 7,773 6,466

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

20,432 △20,399

法人税等 ※2  8,230 ※2  8,859

少数株主利益又は少数株主損失（△） 481 △71

四半期純利益又は四半期純損失（△） 11,720 △29,187



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 311,507 236,230

売上原価 229,661 173,410

売上総利益 81,846 62,820

販売費及び一般管理費 ※1  76,211 ※1  59,679

営業利益 5,634 3,140

営業外収益   

受取利息 1,331 310

その他 1,642 1,447

営業外収益合計 2,973 1,758

営業外費用   

支払利息 1,343 1,289

為替差損 1,152 2,685

その他 592 295

営業外費用合計 3,088 4,270

経常利益 5,519 627

特別利益   

固定資産売却益 － 106

訴訟損失引当金戻入額 － 117

ゴルフ会員権売却益 79 －

過年度撤去費修正益 64 －

その他 123 51

特別利益合計 268 275

特別損失   

減損損失 － 1,425

独禁法関連損失 － 2,457

固定資産除却損 428 －

その他 646 607

特別損失合計 1,074 4,490

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

4,714 △3,587

法人税等 ※2  2,976 ※2  3,113

少数株主利益 318 120

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,420 △6,821



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

20,432 △20,399

減価償却費 38,113 23,914

減損損失 － 2,418

持分法による投資損益（△は益） △41 △162

のれん償却額 △600 △266

貸倒引当金の増減額（△は減少） 87 △652

賞与引当金の増減額（△は減少） △774 593

製品保証引当金の増減額（△は減少） △999 △229

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,772 3,661

受取利息及び受取配当金 △2,954 △954

支払利息 2,782 2,614

為替差損益（△は益） △968 △209

固定資産売却損益（△は益） △157 △152

固定資産除却損 965 422

投資有価証券売却損益（△は益） △28 －

売上債権の増減額（△は増加） △8,035 △11,345

たな卸資産の増減額（△は増加） △29,124 △3,731

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,403 1,104

仕入債務の増減額（△は減少） 16,962 17,420

その他 △7,330 △1,463

小計 27,962 12,582

利息及び配当金の受取額 2,933 756

利息の支払額 △2,932 △2,669

法人税等の支払額 △7,196 △7,030

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,766 3,637

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △579 △188

投資有価証券の取得による支出 △457 △6

投資有価証券の売却による収入 219 3

有形固定資産の取得による支出 △30,605 △16,687

有形固定資産の売却による収入 273 146

無形固定資産の取得による支出 △4,661 △1,789

無形固定資産の売却による収入 9 3

長期前払費用の取得による支出 △147 △90

子会社株式の取得による支出 － △13,405

その他 101 △100

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,846 △32,116



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,101 19,283

長期借入金の返済による支出 △32,199 △9,781

リース債務の返済による支出 △4,552 △1,549

自己株式の取得による支出 △0 △25

自己株式の売却による収入 － 0

配当金の支払額 △3,141 △1,374

少数株主への配当金の支払額 △394 △104

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,188 6,447

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,054 △4,458

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43,214 △26,489

現金及び現金同等物の期首残高 316,414 284,340

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  273,200 ※  257,850



  

  

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更）

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

 連結の範囲に関する事項の

変更 

(1)連結の範囲の変更  

 Time Tech (Hong Kong) Ltd.は第１四半期連結会計期間において清算したため、連

結の範囲から除外しております。また、Epson Electronic Technology Development 

(Shenzhen) Co., Ltd.は当第２四半期連結会計期間において清算したため、連結の範

囲から除外しております。 

  

(2)変更後の連結子会社の数 

 95社 

（表示方法の変更）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

 １．固定資産売却益については、前第２四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しており

ましたが、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。 

  なお、前第２四半期連結累計期間の固定資産売却益は116百万円であります。 

 ２．過年度撤去費修正益については、前第２四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含めて表示して

おりましたが、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間の過年度撤去費修正益は94百万円であります。 

 ３．減損損失については、前第２四半期連結累計期間において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました

が、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間の減損損失は927百万円であります。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

    減損損失については、前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間の減損損失は927百万円であります。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

 １．固定資産売却益については、前第２四半期連結会計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しており

ましたが、当第２四半期連結会計期間では区分掲記しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間の固定資産売却益は50百万円であります。 

 ２．特別利益の過年度撤去費修正益（０百万円）については、前第２四半期連結会計期間において「過年度撤去費

修正益」として区分掲記しておりましたが、当第２四半期連結会計期間では「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 ３．減損損失については、前第２四半期連結会計期間において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました

が、当第２四半期連結会計期間では区分掲記しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間の減損損失は47百万円であります。 

 ４．特別損失の固定資産除却損（137百万円）については、前第２四半期連結会計期間において「固定資産除却損」

として区分掲記しておりましたが、当第２四半期連結会計期間では「その他」に含めて表示しております。  



（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１．保証債務 

 正規従業員の住宅金融・住宅財形融資制度による銀

行からの借入金に対して保証を行っております。 

１．保証債務 

 正規従業員の住宅金融・住宅財形融資制度による銀

行からの借入金に対して保証を行っております。 

正規従業員 1,539百万円 正規従業員 1,707百万円

※２．固定負債である負ののれんと相殺した差額を記載し

ております。 

なお、相殺前の金額は次のとおりであります。 

※２．のれんおよび負ののれんは、両者を相殺した差額を

「負ののれん」として表示しております。相殺前の金

額は次のとおりであります。 

のれん 4,191百万円

負ののれん 1,514百万円

のれん 469百万円

負ののれん 2,199百万円

※３．現先取引の担保として自由処分権のある有価証券を

受け入れており、当第２四半期連結会計期間末日の時

価は 百万円であります。 9,967

※３．現先取引の担保として自由処分権のある有価証券を

受け入れており、当連結会計年度末日の時価は9,921

百万円であります。 

  ４．その他 

液晶ディスプレイの価格カルテル嫌疑について、当

社および関係する連結子会社は、日本の公正取引委員

会および米国などの競争法関係当局より書類提出など

の命令・通知を受けておりましたが、米国では本年８

月に司法省との間で罰金26百万米ドルを支払うことな

どに合意し、本年10月に刑事手続きを終了しておりま

す。 

また、米国およびカナダにおいて民事訴訟が提起さ

れております。 

 ４．その他 

液晶ディスプレーの価格カルテル嫌疑について、当

社および関係する連結子会社は、日本の公正取引委員

会および米国、EUなどの競争法関係当局より書類提出

などの命令・通知を含む調査を受けており、また米国

およびカナダにおいて民事訴訟が提起されておりま

す。 



  

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は、次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は、次のとおりであります。 

給料手当 39,832百万円

研究開発費 21,756百万円

給料手当 35,720百万円

研究開発費 17,059百万円

※２．当第２四半期連結累計期間における税金費用につい

ては、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を

一括し「法人税等」として表示しております。 

※２．当第２四半期連結累計期間における税金費用につい

ては、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を

一括し「法人税等」として表示しております。 

※３．特別利益の「その他」に含まれている過年度工事利

益は、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準

第15号 平成19年12月27日）第25項に基づき、平成20

年４月１日時点で存在するすべての工事契約について

同会計基準を適用したことによる過年度の工事の進捗

に見合う利益であります。なお、過年度の工事の進捗

に対応する工事収益の額および工事原価の額は、それ

ぞれ157百万円および113百万円であります。  

  ３．         ────── 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は、次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は、次のとおりであります。 

給料手当 20,608百万円

研究開発費 11,595百万円

給料手当 17,705百万円

研究開発費 8,489百万円

※２．当第２四半期連結会計期間における税金費用につい

ては、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を

一括し「法人税等」として表示しております。 

※２．当第２四半期連結会計期間における税金費用につい

ては、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を

一括し「法人税等」として表示しております。 



  

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数 

   普通株式  199,817,389株  

２．自己株式の種類および株式数 

   普通株式        21,080株  

３．配当に関する事項 

    配当金支払額 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 136,610百万円

有価証券勘定 129,007百万円

貸付金（現先運用） 10,000百万円

短期借入金勘定（当座借越） △353百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,048百万円

償還期限が３ヶ月を超える有価証券 △15百万円

現金及び現金同等物 273,200百万円

現金及び預金勘定 164,088百万円

有価証券勘定 84,510百万円

貸付金（現先運用） 10,000百万円

短期借入金勘定（当座借越） △3百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △733百万円

償還期限が３ヶ月を超える有価証券 △11百万円

現金及び現金同等物 257,850百万円

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 1,374 ７ 平成21年３月31日 平成21年６月25日 利益剰余金



１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失 

 （注） １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,340円 90銭 １株当たり純資産額 1,541円 16銭

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益 59円69銭 １株当たり四半期純損失 146円 92銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（△損失）（百万円）  11,720  △29,187

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益(△損失)（百万円）  11,720  △29,187

普通株式の期中平均株式数（千株）  196,362  198,657

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益 ７円23銭 １株当たり四半期純損失 34円 14銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（△損失）（百万円）  1,420  △6,821

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益(△損失)（百万円）  1,420  △6,821

普通株式の期中平均株式数（千株）  196,362  199,803

（４）継続企業の前提に関する注記



  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
情報関連 
機器事業 
（百万円） 

電子デバ
イス事業 
（百万円）

精密機器
 事業  
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 199,794  88,601  22,100  1,010  311,507 －   311,507

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 593  10,641  415  7,105  18,755 (18,755) － 

計  200,387  99,243  22,516  8,115  330,263 (18,755)  311,507

営業利益  4,297  3,919  494  △3,237  5,473  160  5,634

  
情報関連 
機器事業 
（百万円） 

電子デバ
イス事業 
（百万円）

精密機器
 事業  
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 162,846  57,992  14,715  675  236,230 －   236,230

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 472  8,391  352  5,226  14,443 (14,443) － 

計  163,319  66,384  15,068  5,901  250,673 (14,443)  236,230

営業利益  6,058  △695  △605  △1,656  3,099  40  3,140

  
情報関連 
機器事業 
（百万円） 

電子デバ
イス事業 
（百万円）

精密機器
 事業  
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 404,225  167,593  42,067  1,898  615,784 －   615,784

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 1,233  19,361  733  15,499  36,827 (36,827) － 

計  405,458  186,955  42,801  17,398  652,612 (36,827)  615,784

営業利益  25,946  6,425  736  △5,529  27,579  429  28,008

  
情報関連 
機器事業 
（百万円） 

電子デバ
イス事業 
（百万円）

精密機器
 事業  
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 318,989  102,361  27,100  1,177  449,629 －   449,629

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 809  14,891  650  10,505  26,857 (26,857) － 

計  319,799  117,252  27,751  11,682  476,486 (26,857)  449,629

営業利益  4,771  △9,283  △2,065  △2,828  △9,405  104  △9,300



  

 （注）１．事業は、製品特性、市場、販売方法により分類しており、各区分に属する主要商品等は次のとおりでありま

す。 

 ２．会計処理基準に関する事項の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（たな卸資産の評価基準の変更） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を

適用しております。 

 これにともない、従来の方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、情報関

連機器事業において88百万円、電子デバイス事業において1,284百万円、精密機器事業において95百万円、

その他の事業において20百万円それぞれ増加しております。 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(2）に記載のとおり、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。 

 これにともない、従来の方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、情報関

連機器事業において７百万円、電子デバイス事業において421百万円、精密機器事業において０百万円、そ

の他の事業において４百万円増加しております。  

  

当第２四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。 

  

３．追加情報 

 「その他の事業」に含まれる「胎内育成事業」の一部を、基礎研究開発へと役割を変更し、第１四半期連結

会計期間より営業費用を各事業セグメントに配賦しております。これにともない、従来の方法によった場合と

比較し、当第２四半期連結累計期間では、情報関連機器事業において2,155百万円、電子デバイス事業におい

て671百万円、精密機器事業において179百万円営業利益がそれぞれ減少し、その他の事業において3,006百万

円営業利益が増加しております。 

  

事業区分 主要商品等

情報関連機器事業 

インクジェットプリンター、ページプリンター、ドットマトリクスプリンター、大判

インクジェットプリンターおよびそれらの消耗品、カラーイメージスキャナー、ミニ

プリンター、POSシステム関連製品、液晶プロジェクター、液晶モニター、ラベルライ

ター、PC 等 

電子デバイス事業 
中・小型液晶ディスプレイ、液晶プロジェクター用高温ポリシリコンTFT液晶パネル、

水晶振動子、水晶発振器、水晶センサー、オプトデバイス、CMOS LSI 等 

精密機器事業 
ウオッチ、ウオッチムーブメント、プラスチック眼鏡レンズ、水平多関節型ロボッ

ト、ICハンドラー、工業用インクジェット装置 等 

その他の事業 グループ内サービス業、胎内育成事業 等 



前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 133,012  60,526  64,232  53,736  311,507 －  311,507

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 165,269  8,343  2,056  142,962  318,632 (318,632) － 

計  298,281  68,869  66,288  196,699  630,139 (318,632)  311,507

営業利益  1,438  1,502  2,000  5,985  10,926  (5,291)  5,634

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 91,701  54,631  45,807  44,090  236,230 －  236,230

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 116,294  4,856  1,677  100,221  223,050 (223,050) － 

計  207,995  59,488  47,484  144,311  459,280 (223,050)  236,230

営業利益  △16,219  3,425  △2,618  9,943  △5,468  8,609  3,140

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 265,707  120,890  128,681  100,505  615,784 －  615,784

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 301,597  15,716  3,363  266,545  587,222 (587,222) － 

計  567,305  136,606  132,044  367,050  1,203,007 (587,222)  615,784

営業利益  11,232  5,561  4,870  11,614  33,279  (5,270)  28,008

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 177,549  101,257  89,869  80,952  449,629 －  449,629

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 215,355  11,864  3,591  184,538  415,350 (415,350) － 

計  392,905  113,122  93,460  265,490  864,979 (415,350)  449,629

営業利益  △37,099  6,092  1,012  17,633  △12,361  3,060  △9,300



 （注）１．国または地域の区分の方法は地理的近接度に基づく区分方法によっており、各地域区分に属する主要国名等

は次のとおりであります。 

 ２．会計処理基準に関する事項の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（たな卸資産の評価基準の変更） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を

適用しております。 

 これにともない、従来の方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、日本に

おいて380百万円、消去又は全社において1,108百万円それぞれ増加しております。 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(2)に記載のとおり、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。 

 これにともない、従来の方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、日本に

おいて434百万円増加しております。 

  

当第２四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。  

地域区分 主要国名等

米州 
アメリカ合衆国、カナダ、ブラジル、チリ、アルゼンチン、コスタリカ、コロンビ

ア、ヴェネズエラ、メキシコ、ペルー 等 

欧州 
イギリス、オランダ、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、ポルトガル、ロシア

等 

アジア・オセアニア 
中華人民共和国（香港を含む）、シンガポール、マレーシア、台湾、タイ、フィリピ

ン、オーストラリア、ニュージーランド、インドネシア、韓国、インド 等 



前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

  （注）１．国または地域の区分の方法は地理的近接度に基づく区分方法によっており、各地域区分に属する主要国名

等は次のとおりであります。 

  ２．商社等の仲介者を通じての輸出は海外売上高には含めておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕

  米州 欧州 アジア・ 
オセアニア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  67,640  71,347  82,550  221,538

Ⅱ 連結売上高（百万円）        311,507

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

  売上高の割合（％） 
 21.7  22.9  26.5  71.1

  米州 欧州 アジア・ 
オセアニア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  57,482  46,961  57,587  162,031

Ⅱ 連結売上高（百万円）        236,230

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

  売上高の割合（％） 
 24.3  19.9  24.4  68.6

  米州 欧州 アジア・ 
オセアニア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  132,912  144,778  152,337  430,029

Ⅱ 連結売上高（百万円）        615,784

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

  売上高の割合（％） 
 21.6  23.5  24.7  69.8

  米州 欧州 アジア・ 
オセアニア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  105,569  93,398  106,593  305,561

Ⅱ 連結売上高（百万円）        449,629

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

  売上高の割合（％） 
 23.5  20.8  23.7  68.0

地域区分 主要国名等

米州 
アメリカ合衆国、カナダ、ブラジル、チリ、アルゼンチン、コスタリカ、コロンビ

ア、ヴェネズエラ、メキシコ、ペルー 等 

欧州 
イギリス、オランダ、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、ポルトガル、ロシア

等 

アジア・オセアニア 
中華人民共和国（香港を含む）、シンガポール、マレーシア、台湾、タイ、フィリピ

ン、オーストラリア、ニュージーランド、インドネシア、韓国、インド 等 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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「参考資料」 
 

四半期推移連結損益計算書 
（単位：百万円） 

第１四半期連結会計期間 
自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日 

当第２四半期連結会計期間 
自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日 

期 別 
 
 

科 目 金 額 金 額 

売 上 高 213,398 236,230

売 上 原 価 169,695 173,410

売 上 総 利 益 43,703 62,820

販売費及び一般管理費 56,144 59,679

営 業 利 益 (△ 損 失 ) △12,441 3,140

営 業 外 収 益 1,968 1,758

営 業 外 費 用 4,586 4,270

経 常 利 益 (△ 損 失 ) △15,058 627

特 別 利 益 223 275

特 別 損 失 1,975 4,490

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 損 失 16,811 3,587

法 人 税 等 5,746 3,113

少数株主利益 (△損失 ) △192 120

四 半 期 純 損 失 22,365 6,821
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平成22年３月期 第２四半期 

決算短信 補足説明資料 

 

 

 

(注意事項) 

本資料に記載されている将来の業績に関する見通しは、現時点で入手可能な情報に

基づく将来の予測であり、潜在的なリスクや不確定要素を含んだものです。そのた

め、実際の業績はさまざまな重要な要素により、記載された見通しと大きくかけ離

れた結果となりうることをご承知おきください。実際の業績に影響を与えうる要素

としては、日本および諸外国の経済情勢、市場における新商品・新サービスの開

発・提供と需要動向、価格競争、他社との競合、テクノロジーの変化、為替の変動

などが含まれます。なお、業績等に影響を与えうる要素は、これらに限定されるも

のではありません。 
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１．事業別売上高 

(単位：億円) 

前第２四半期 

連結累計期間 

当第２四半期 

連結累計期間 
当連結会計年度(予想) 

自 平成20年4月１日

至 平成20年9月30日

自 平成21年4月１日

至 平成21年9月30日

自 平成21年4月 1日 

至 平成22年3月31日 

期 別 

 

 

 

項 目 

金 額 金 額 

増減率

金 額 

対前年

増減率

  %  %

情 報 関 連 機 器 事 業 4,054 3,197 △ 21.1 7,210 △ 6.3

 プ リ ン タ ー 事 業 3,372 2,698 △ 20.0 5,980 △ 7.4

 映 像 機 器 事 業 547 416 △ 24.0 950 △ 4.1

 そ の 他 138 86 △ 37.1 280 8.4

 事 業 間 売 上 高 △     3 △     3 － 0 -

電 子 デ バ イ ス 事 業 1,869 1,172 △ 37.3 2,710 △ 13.0

 デ ィ ス プ レ イ 事 業 998 515 △ 48.4 1,350 △ 19.5

 水 晶 デ バ イ ス 事 業 482 396 △ 17.8 800 △ 2.2

 半 導 体 事 業 418 266 △ 36.1 550 △ 17.5

 そ の 他 16 13 △ 16.2 60 239.0

 事 業 間 売 上 高 △     45 △     19 － △    50 －

精 密 機 器 事 業 428 277 △ 35.2 630 △ 13.3

そ の 他 の 事 業 173 116 △ 32.8 260 △ 18.3

セ グ メ ン ト 間 消 去 △    368 △    268 － △    510 －

連 結 6,157 4,496 △ 27.0 10,300 △ 8.2
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２．事業の種類別セグメント情報 

(単位：億円) 

前第２四半期 

連結累計期間 

当第２四半期 

連結累計期間 
当連結会計年度(予想) 

自 平成20年4月１日

至 平成20年9月30日

自 平成21年 4月１日

至 平成21年 9月30日

自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日 

期 別 

 

 

 

科 目 

金 額 金 額 

増減率

金 額 

対前年

増減率

  %  %

情報関連機器事業  

 外部顧客に対する売上高 4,042 3,189 △ 21.1 7,200 △ 6.2

 セ グ メ ント 間売 上 高 12 8 △ 34.4 10 △ 59.9

 売 上 高 計 4,054 3,197 △ 21.1 7,210 △ 6.3

 営 業 費 用 3,795 3,150 △ 17.0 6,940 △ 6.2

 営 業 利 益 259 47 △ 81.6 270 △ 10.4

電子デバイス事業  

 外部顧客に対する売上高 1,675 1,023 △ 38.9 2,450 △ 12.5

 セ グ メ ント 間売 上 高 193 148 △ 23.1 260 △ 18.2

 売 上 高 計 1,869 1,172 △ 37.3 2,710 △ 13.0

 営 業 費 用 1,805 1,265 △ 29.9 2,840 △ 13.9

 営 業 利 益 64 △     92 － △   130  －

精 密 機 器 事 業  

 外部顧客に対する売上高 420 271 △ 35.6 620 △ 13.1

 セ グ メ ント 間売 上 高 7 6 △ 11.3 10 △ 25.2

 売 上 高 計 428 277 △ 35.2 630 △ 13.3

 営 業 費 用 420 298 △ 29.1 660 △ 11.5

 営 業 利 益 7 △     20 － △    30  －

そ の 他 の 事 業  

 外部顧客に対する売上高 18 11 △ 38.0 30 △ 23.8

 セ グ メ ント 間売 上 高 154 105 △ 32.2 230 △ 17.5

 売 上 高 計 173 116 △ 32.8 260 △ 18.3

 営 業 費 用 229 145 △ 36.7 340 △ 22.6

 営 業 利 益 △    55 △     28 － △    80 －

消 去 又 は 全 社  

 売 上 高 △    368 △    268 － △   510 －

 営 業 費 用 △    372 △    269 － △   510 －

 営 業 利 益 4 1 △ 75.6 0 －

連 結  

 売 上 高 6,157 4,496 △ 27.0 10,300 △ 8.2

 営 業 費 用 5,877 4,589 △ 21.9 10,270 △ 8.6

 営 業 利 益 280 △     93 － 30 －
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３．設備投資・減価償却費 

(単位：億円) 

前第２四半期 

連結累計期間 

当第２四半期 

連結累計期間 
当連結会計年度(予想) 

自 平成20年4月１日

至 平成20年9月30日

自 平成21年 4月１日

至 平成21年 9月30日

自 平成21年 4月 1日 

至 平成22年 3月31日 

期 別 

 

 

 

項 目 

金 額 金 額 

増減率

金 額 

対前年

増減率

 %  %

設 備 投 資 292 115 △ 60.6 580 4.3

 情報関連機器事業 147 49 △ 66.4 270 2.6

 電子デバイス事業 111 46 △ 58.0 200 △ 1.3

 精 密 機 器 事 業 14 8 △ 43.3 40 8.5

 そ の 他 ・ 全 社 18 10 △ 42.7 70 30.5

減価償却費 381 239 △ 37.3 570 △ 27.3

 

 
４．研究開発費 

(単位：億円) 

前第２四半期 

連結累計期間 

当第２四半期 

連結累計期間 
当連結会計年度(予想) 

自 平成20年4月１日

至 平成20年9月30日

自 平成21年 4月１日

至 平成21年 9月30日

自 平成21年4月 1日 

至 平成22年3月31日 

期 別 

 

 

 

項 目 

金 額 金 額 

増減率

金 額 

対前年

増減率

 %  %

研究開発費 404 353 △ 12.7 870 6.0

売上高比率 6.6% 7.9% 8.4% 

 

 
５．経営指標 

(単位：％) 

前第２四半期 

連結累計期間 

当第２四半期 

連結累計期間 
当連結会計年度(予想) 

自 平成20年 4月１日

至 平成20年 9月30日

自 平成21年 4月１日

至 平成21年 9月30日

自 平成21年 4月 1日 

至 平成22年 3月31日 

期 別 

 

 

 

項 目 

比 率 比 率 

差 異

比 率 

対前年

差 異

 ﾎﾟｲﾝﾄ  ﾎﾟｲﾝﾄ

自己資本当期純利益率(ROE) 2.6 △ 10.2 △ 12.8 △ 2.9 26.8

総 資 産 経 常 利 益 率(ROA) 2.4 △ 1.6 △ 4.0 0.0 △ 0.5

売 上 高 経 常 利 益 率 4.5 △ 3.2 △ 7.7 0.0 △ 0.5

(注)１．自己資本当期純利益率(ROE)＝当期純利益／期首・期末自己資本平均 

２．総資産経常利益率(ROA)＝経常利益／期首・期末総資産平均 

３．売上高経常利益率＝経常利益／売上高 
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６．売上高為替影響高 

(単位：億円) 

前第２四半期 

連結累計期間 

当第２四半期 

連結累計期間 

自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日 

自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日 

期 別 

 

 

 

項 目 

金 額 金 額 

増減額 

為替影響額 △    241 △    469 △   228

 米ドル △    188 △    134 53

 ユーロ 3 △    200 △   203

 その他 △    55 △    134 △    78

換算レート 

 円／米ドル 106.11 95.49

 円／ユーロ 162.68 133.15

(注)為替影響額＝当期外貨建売上高×(当期為替レート－前年同期為替レート) 

 

 
７．たな卸資産 

(単位：億円) 

前第２四半期 

連結会計期間末 
前連結会計年度末 

当第２四半期 

連結会計期間末 

(平成20年9月30日) (平成21年3月31日) (平成21年9月30日) 

期 別 

 

 

項 目 

金 額 金 額 金 額 

対前連結会計 

年度末増減額 

たな卸資産 1,889 1,475 1,467 △    7

 情報関連機器事業 1,192 932 961 28

 電子デバイス事業 506 350 336 △    13

 精 密 機 器 事 業 174 177 155 △    22

 そ の 他 ・ 全 社 16 15 14 0

  (単位：日)

回転日数 56 48 60 12

 情報関連機器事業 54 44 55 11

 電子デバイス事業 50 41 53 12

 精 密 機 器 事 業 75 89 102 13

 そ の 他 ・ 全 社 17 18 23 5

(注)回転日数＝第２四半期連結会計期間末（期末）たな卸資産残高／第２四半期連結会計期間末直前６ヶ月間（期末直前12ヶ月

間）の１日当たり売上高 

 

 
８．従業員数 

(単位：人) 

前第２四半期 

連結会計期間末 
前連結会計年度末 

当第２四半期 

連結会計期間末 

期 別 

項 目 

(平成20年9月30日) (平成21年3月31日) (平成21年9月30日) 

対前連結会計 

年 度 末 増 減 

期末従業員数 93,279 72,326 78,376 6,050

 国 内 26,220 24,190 23,917 △    273

 海 外 67,059 48,136 54,459 6,323
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